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主査 



コーディネート機能強化
（情報の共有）（情報の共有）

機能分野毎の強固なプラットフォーム
（装置の共有）（装置の共有）

超高圧電子顕微鏡、電子線描画装置、
超高圧合成装置など

ナノテクノロジープラットフォーム（仮称）
～ 装置と情報：二つの共有化による研究基盤の強化 ～

【背 景】
・近年、各国は、ナノテクノロジー・材料科学技術を核とした研究開発拠点や共同利用施設へ積極的に資金を投入
・我が国としても、第４期科学技術基本計画を踏まえ、広範かつ多様な研究開発に活用される共通的、基盤的な施設や設備
について、より一層の充実、強化を図るとともに、相互のネットワーク化を促進していくことが必要

・東日本大震災のような自然災害等の影響で、先端研究施設及び設備の安定的、継続的な運用に著しい支障を生じるような
場合、これらの復旧や高度化に向けて柔軟な支援が可能となるような仕組みを整備することが重要

【概 要】
・全国の大学等が所有し、他の機関では整備が困難な最先端のナノテクノロジー研究設備を活用し、我が国の研究基盤を強化
・①微細構造解析、②微細加工、③分子物質合成・解析の３つの機能分野において、先端研究設備の強固なプラットフォーム
(研究基盤)を形成することで、若手研究者を含む産学官の利用者に対して、最先端の計測、分析、加工設備の利用機会を拡大

・各機能分野に「代表機関」を設置し、プラットフォーム内の運営方針を策定するなど、利便性を向上
・３つの機能分野のプラットフォームを横断的に結びつけるため、コーディネーターを設置し、産業界や研究現場の様々な問題に
対して総合的な解決法を提供し、産学官連携及び分野融合を推進

・課題の効果的、
効率的解決

産学官連携分野融合

・人材の育成、
流動性向上

・セーフティネット
機能

イノベーション創出【事業内容】
・事業期間 ：１０年
・支援額 ：未定（新規）
・機能分野 ：３分野（①微細構造解析、②微細加工、

③分子物質合成・解析）
・参画機関 ：各機能分野 ７機関程度

計２０機関程度（予定）
・経費 ：施設・設備の共用に係る経費

利用者支援に係る経費
施設・設備の更新・高度化に係る経費

※「プラットフォーム運営統括会議」
事業全体の運営に責任を持つとともに、評価に基づく
資源配分、事業推進にあたっての指導及び助言を実施
※「センター機関」
事業全体を円滑に運営するための活動を実施
※「代表機関」
各機能分野に設置され、各分野の運営方針を策定

平成24年度概算要求額 ：未 定
（ 新 規 ）



「ナノテクノロジープラットフォーム」の事業体制
産学官連携の推進、分野融合の加速、利便性の向上、人材の流動性向上を実現するため、「プラットフォーム運営統括会議」
「センター機関」 「代表機関」 「材料コーディネーター」を設置し、機能分野プラットフォームを有機的に連携することで、研究基盤を強化

実施機関利用者

センター機関

総合案内
窓口機能

プラットフォーム運営等
に関する支援・助言

材料ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ派遣

研究リソース情報

シーズ要望

企業

* 公募は機能分野プラット
フォームごとに実施(機能分野
プラットフォーム構成員が共同
で応募)

事業全体の運営に責任を持つとと
もに、事業全体の進捗についての
評価に基づく資源配分、事業推進
にあたっての指導及び助言を実施

代表機関
・運営方針の策定
・支援業務徹底の責任

利用者の利便性の観点から支援
機能の更なる高度化

プラットフォーム
運営統括会議

現場の
課題

支援・提案

シーズ情報

支援・提案

共同研究提案

研究費

資金配分機関

・総合案内
・異分野交流
・事業全体の調整
・企業ニーズの集約・分析

ニーズ情報の提供

ex)
技術移転支援

ex)
蓄積された
知の活用に
よる解決

金属材料に関する課題を
共通にもつクラスター

半導体材料に関する技術・
課題情報を共有するクラスター

ex)

ex)

ex)
異分野融合プロ

ジェクトの創発

研究申請

：材料コーディネーター

企業

ナノテクノロジープラットフォームの体制

微細構造解析プラットフォーム

微細加工プラットフォーム

分子物質合成プラットフォーム



事前評価票 

（平成２３年７月現在） 

１．課題名 ナノテクノロジープラットフォーム（仮称） 

２．開発・事業期間 平成２４年度～平成３３年度（１０年間） 

３．課題概要 

 ナノテクノロジーは、環境・エネルギー問題をはじめとした社会的課題を解決する鍵となると

ともに、我が国の産業発展を牽引するイノベーション創出の推進力となるものである。イノベー

ション創出には、高度な研究施設及び設備を戦略的に活用し、先端技術を最適な形で組み合わせ

ることが重要である。 

本事業は、全国の大学や独立行政法人等が所有し、他の機関では整備が困難な最先端のナノテ

クノロジー研究設備を活用し、我が国の研究基盤の強化を図ることを目的としている。具体的に

は、①微細構造解析、②微細加工、③分子物質合成・解析の３つの機能分野において、大学、

独立行政法人等が有する先端研究設備の強固なプラットフォーム（研究基盤）を形成することに

より、若手研究者を含む産学官の利用者に対して、最先端の計測、分析、加工設備の利用機会を

拡大するとともに、研究者や技術支援者等の育成及び流動性向上を図る。また、３つの機能分野

のプラットフォームを横断的に結びつけるため、コーディネーターを設置し、産業界や研究現場

の様々な問題に対して総合的な解決法を提供するとともに分野融合を推進する。 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 

第４期科学技術基本計画に向けた諮問第１１号「科学技術に関する基本政策について」に対す

る答申（平成２２年１２月２４日総合科学技術会議）において、「２．重要課題達成のための施

策の推進」を図るため、「科学技術の共通基盤の充実、強化」に向け、「科学技術に関する広範な

研究開発領域や、産学官の多様な研究機関に用いられる共通的、基盤的な施設及び設備に関して、

その有効利用、活用を促進するとともに、これらに係る技術の高度化を促進するための研究開発

を推進する」とともに、「４．国際水準の研究環境及び基盤の形成」を図るため、「先端研究施設

及び設備の整備、共用促進」に向け、「国及び公的研究機関は、分野融合やイノベーションの促

進に向けて、飛躍的な技術革新をもたらし、幅広い研究開発課題に共通して用いられる基盤技術

の高度化につながる研究施設及び設備の整備を進めるとともに、相互のネットワークを強化す

る」こととされており、国として、本事業に代表されるような、先端研究施設及び設備の整備、

共用促進を図る必要がある。 

さらに、東日本大震災発生後、文部科学省先端研究施設共用イノベーション創出事業「ナノテ

クノロジーネットワーク」(平成１９年度～平成２３年度)の枠組みを活用し、研究活動に支障を

きたした研究の支援を行うなど、セーフティネットの役割を果たしており、引き続き、我が国と

して、研究基盤の相互補完機能を強化していくことが必要である。 



（２）有効性 

本事業は、「ナノテクノロジー総合支援プロジェクト」(平成１４年度～平成１８年度)及び

「ナノテクノロジーネットワーク」(平成１９年度～平成２３年度)で蓄積された設備、経験、

ノウハウを効果的に活用しつつ、新たに「代表機関」及び「材料コーディネーター」を設置する

ことにより、機能分野内の連携確保、異なる機能分野の連携促進、産業界との連携の強化を図る

こととしており、本事業で整備される研究基盤の活用により、ナノテクノロジーによる我が国の

科学技術力や産業競争力の強化を牽引することが期待される。 

 

（３）効率性 

  本事業では、３つの機能分野にそれぞれ設置される「代表機関」及び外部有識者等を構成員と

する「プラットフォーム運営統括会議」が、事業全体の運営に責任を持つとともに、「機能分野

プラットフォーム」の運営や「材料コーディネーター」の活動を含めた事業全体の進捗について

評価及び評価を踏まえた資源配分を行い、事業推進のための指導及び助言を行うこととしてい

る。 

また、プラットフォーム全体の連携を促進し、調整機能を強化するため、「センター機関」が

設置され、参画機関、技術支援者、利用者、企業ニーズ等の情報を集約し、「材料コーディネー

ター」とともに、事業全体を円滑に運営するための活動を行う予定である。 

さらに、「代表機関」が、「機能分野プラットフォーム」内の運営方針を策定するなど、利用者

の利便性の向上を図ることとしている。参画機関がそれぞれの与えられた役割を適切に果たすこ

とで、プラットフォームが有機的に連携されることが期待される。 

 

５．総合評価 

必要性、有効性、効率性の観点から評価を行った結果、積極的に推進するべき課題と判断する。

近年、先進国に加えて、中国を始めとする新興国がナノテクノロジー・材料分野の研究開発拠

点や共同利用施設へ積極的に資金投入を行っている中、我が国としても、科学技術イノベーショ

ンにおける国際競争力の維持、強化を図るため、戦略的に研究基盤の強化を図るべきである。 

 

 



【ナノテクノロジー・材料科学技術】国家を支え新たな強みを生む研究開発の推進

研究開発の共通基盤を支える
最先端の研究施設・設備の整備・活用、共通基盤技術の高度化は課題解決型研究開発を支えるとともに、

科学技術の進歩に貢献
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際
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ワ
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ク
の
ハ
ブ
を
作
る

物質・材料研究機構事業
（ナノテクノロジーを活用する新物質・新材料の創成のための研究開発等）

大型量子ビーム施設の整備・供用
（ XFEL、SPring-8、J-PARC等、様々な量子ビーム施設を

用いたナノスケールの最先端計測・加工・創製技術の提供）

材
料
の
基
盤

的
研
究
開
発

光・量子科学研究拠点形成に向けた基盤技術開発
・量子ビーム基盤技術開発プログラム
・最先端の光の創成を目指したネットワーク研究拠点プログラム

（広範な科学技術･産業を支える光科学・量子ビーム技術の研究開発と
それらを担う若手人材の育成を行う拠点の形成を推進）
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ナノテクノロジー
ネットワーク
（大学や独立行政法人等をネットワーク
化し、最先端ナノテクノロジー研究設備
の利用機会を高度な専門技術・知識と
共に提供）

企業、独立行政法人科学技術振興機構の先端計測分析技術・機器
開発事業等により、開発された要素技術を活用した取組みを実施

※緑色は事前評価対象課題。 は評価の実施予定時期。

電子顕微鏡
（次世代電子顕微
鏡開発に資する要

素技術開発）

ナノテクノロジープラットフォーム
(ナノテクノロジーネットワークで蓄積された設備、経験、ノウハウを

効果的に活用しつつ、３つの機能分野において、先端研究設備の
強固なプラットフォーム（研究基盤）を形成することで、産学官の
利用者に対して、先端研究設備の利用機会を確保)

★評価概要
を追記

拡充し継続すべき
(中間評価)


